第１編　基 本 事 項
Ⅰ．概　　要
１.用語の定義等

本利用細則は、一般社団法人全国銀行協会（以下「協会」といいます。）が運営する外国為替円決済制度の参加銀行（ただし、外国為替円決済制度の決済制度事務委託銀行を除きます。）および協会が、日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）を利用して、外国為替円決済制度関係事務を行う場合に使用します。
本利用細則で使用する用語の定義については、「外国為替円決済制度規則」（以下「制度規則」といいます。）によるほか、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「外国為替円決済制度関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」（以下「外為円日銀ネット利用規則」といいます。）、「当座勘定（同時決済口）に関する規則」（以下｢同時決済口規則｣といいます。）、本利用細則以外の他の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）によります。ただし、本利用細則において、「加盟銀行」とは、外国為替円決済制度の参加銀行のうち、決済制度事務委託銀行でないものをいいます。
２．加盟銀行が行う事務の概要
（１）通常口支払指図伝送依頼
加盟銀行は、次表に掲げる業務処理区分コードに応じた所定の端末操作手順に従い、日本銀行に対して、指定した金額を自己の外為円決済母店の当座勘定から引落し、他の加盟銀行の外為円決済母店の当座勘定に入金する支払指図電文（以下「通常口支払指図電文」といいます。）の伝送の依頼（以下「通常口支払指図伝送依頼」といいます。）を行うことができます。

この場合、通常口支払指図電文において、指定することができる取引実行日は、当該電文の送信日に限ります。
	業務処理区分名
	業務処理区分
コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	外国為替円決済
	支払指図
	CUSTOMER TRANSFER
	271101

　 （273101）（注）

	外国為替円決済
	支払指図
	BANK TRANSFER
	271102

　 （273102）（注）


（注）（）内はコンピュータ接続およびファイルアップロード・ダウンロード機能（以下「コンピュータ接続等」といいます。）により送信する場合の業務処理区分コードです。以下同じです。
（２）同時決済口支払指図伝送依頼
加盟銀行のうち日本銀行との間で当座勘定（同時決済口）に関する約定を締結した者（以下｢加盟銀行（同時決済口）｣といいます。）は、次表に掲げる業務処理区分コードに応じた所定の端末操作手順に従い、日本銀行に対して、指定した金額を自己の外為円決済母店の当座勘定（同時決済口）から引落し、他の加盟銀行（同時決済口）の外為円決済母店の当座勘定（同時決済口）に入金する支払指図電文（以下「同時決済口支払指図電文」といいます。）の伝送の依頼（以下「同時決済口支払指図伝送依頼」といいます。）を行うことができます。
この場合、同時決済口支払指図電文において、指定することができる取引実行日は、当該電文の送信日またはその翌営業日に限ります。また、加盟銀行（同時決済口）は、同時決済口支払指図伝送依頼を行う場合には、優先度区分として、日銀ネット端末による入力を行うときは｢通常｣または「優先」を、コンピュータ接続等による入力を行うときは「NORM」、「HIGH」または「URGT」を、それぞれ指定します（注）｡

（注）日本銀行は、「NORM」を指定した場合には「通常」として、「HIGH」または「URGT」を指定した場合には「優先」として扱います。

	業務処理区分名
	業務処理区分
コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	外国為替円決済
	支払指図

（同時決済口）
	CUSTOMER TRANSFER

（QUEUE OFFSET）
	271201

（273201）

	外国為替円決済
	支払指図

（同時決済口）
	BANK TRANSFER

（QUEUE OFFSET）
	271202

（273202）


（３）同時決済口支払指図伝送依頼の取消
加盟銀行（同時決済口）は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード：271211）に従い、次の各号に定める同時決済口支払指図伝送依頼について、受付番号を指定して取消を行うことができます。
イ、自己を仕向銀行とする待ち行列に待機中の同時決済口支払指図伝送依頼
ロ、自己を仕向銀行とする先日付取引である同時決済口支払指図伝送依頼のうち、当該同時決済口支払指図伝送依頼で指定された取引実行日における先日付取引受付処理が行われていないもの（先日付取引である同時決済口支払指図伝送依頼は、当該同時決済口支払指図伝送依頼の送信日および当該同時決済口支払指図伝送依頼で指定された取引実行日において、先日付取引受付処理が行われるまでの間、取消を行うことができます。）
（４）メッセージの伝送依頼

加盟銀行は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード：271301）に従い、日本銀行に対して、他の加盟銀行に対する外国為替円決済制度関係事務に関するメッセージの伝送の依頼を行うことができます。
（５）照会

加盟銀行は、日銀ネットを利用して、次表に掲げる照会を行うことができます。

	業務処理区分
	業務処理区分
コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	外国為替円決済
	照会データファイル取得（注）
	支払指図明細
	274201


（注）照会データファイル取得機能の詳細については、利用細則（共通事務）を参照してください。
（６）入力時間帯等

　　イ、入力時間帯
加盟銀行が、外国為替円決済制度関係事務のための電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。

（外為円決済母店の日銀ネット主管店が日本銀行本店である加盟銀行）
	   業務処理区分名
	業務処理区分
コード
	入力時間帯

	
	
	開始時刻（注）
	締切時刻

	CUSTOMER TRANSFER
	271101

（273101）
	午前8：30

（午前7：30）
	午後9：00

	BANK TRANSFER
	271102

（273102）
	
	

	CUSTOMER TRANSFER
（QUEUE OFFSET）
	先日付取引
	271201

（273201）
	
	

	
	当日取引
	
	
	午後3：00

	BANK TRANSFER
（QUEUE OFFSET）
	先日付取引
	271202

（273202）
	
	午後9：00

	
	当日取引
	
	
	午後3：00

	取消（外国為替円支払指図）
	271211
	
	午後9：00

	INTERBANK　MESSAGE
	271301
	
	

	支払指図明細
	274201
	午前7：30
(午前6：30)
	午後10：00


（注）（）内は延長日の時刻を示します。
（外為円決済母店の日銀ネット主管店が日本銀行支店である加盟銀行）
	   業務処理区分名
	業務処理区分
コード
	入力時間帯

	
	
	開始時刻（注）
	締切時刻（注）

	CUSTOMER TRANSFER
	271101

（273101）
	午前8：30

（午前7：30）
	午後5：00

（午後6：00）

	BANK TRANSFER
	271102

（273102）
	
	

	CUSTOMER TRANSFER
（QUEUE OFFSET）
	先日付取引
	271201
（273201）
	
	午後9：00

	
	当日取引
	
	
	午後3：00

	BANK TRANSFER
（QUEUE OFFSET）
	先日付取引
	271202

（273202）
	
	午後9：00

	
	当日取引
	
	
	午後3：00

	取消（外国為替円支払指図）
	271211
	
	午後9：00

	INTERBANK　MESSAGE
	271301
	
	

	支払指図明細
	274201
	午前7：30
(午前6：30)
	午後10：00


（注）（）内は延長日の時刻を示します。

ロ、入力延長

（イ）入力延長の依頼
加盟銀行（同時決済口）は、やむを得ない事由により同時決済口支払指図伝送依頼にかかる入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつその日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、制度規則に従い、入力延長の対象となる外為円決済母店を特定のうえ、協会を通じて日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に入力延長の依頼を行ってください。
なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長の依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る３０分前に締切ります。

（ロ）入力延長の許可

日本銀行は、協会から要請のあった外国為替円決済制度関係事務における同時決済口支払指図伝送依頼の締切時刻にかかる入力延長を許可した場合には、その旨（入力延長の停止予定時刻も含みます。）を、協会を通じ、または日本銀行から直接、全ての加盟銀行（同時決済口）の外為円決済母店に連絡します。
なお、当該許可を行った場合には、全ての加盟銀行（同時決済口）の外為円決済母店は、入力延長が停止されるまでの間、同時決済口支払指図伝送依頼のほか、同時決済口支払指図伝送依頼の取消も行うことができます。
（ハ）入力延長の停止

日本銀行は、原則、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。


（７）当日処理終了および当日処理終了取消

　　イ、当日処理終了
　加盟銀行は、午後３時（コアタイム終了時刻）以後、午後９時より前に当日の当座勘定残高を異動させる外国為替円決済制度関係事務にかかる業務処理区分の電文の送受信を全て終了する場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード：071201）に従い、当日処理終了を行うことができます（当日処理終了および入力画面の具体的な様式については、利用細則（共通事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
加盟銀行は、当日処理終了を行った場合には、当該日における次表に掲げる業務処理区分の電文を送信することができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）。また、他の加盟銀行が、当日処理終了を行った加盟銀行を被仕向銀行とする次表に掲げる業務処理区分の電文を送信することもできなくなります（当該電文の送信を行った場合にも、エラーとなります。）。
　　　《 外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了の対象の業務処理区分 》（注）
	利用業務
	業務処理区分名
	業務処理区分

コード

	外国為替円決済制度関係事務


	「CUSTOMER TRANSFER」
	271101

（273101）

	
	「BANK TRANSFER」
	271102

（273102）

	
	「CUSTOMER TRANSFER

（QUEUE OFFSET）」
	271201

（273201）

	
	「BANK TRANSFER

（QUEUE OFFSET）」
	271202

（273202）


（注）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、（６）イ、に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信することができません。

ロ、当日処理終了取消

イ、により当日処理終了を行った加盟銀行は、午後９時までの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード：071201）に従い、当日処理終了取消を行うことができます（当日処理終了取消および入力画面の具体的な様式については、利用細則（共通事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
加盟銀行は、当日処理終了取消を行った場合には、当該日におけるイ、の表に掲げた業務処理区分の電文を送信することが可能となります。また、他の加盟銀行が、当日処理終了取消を行った加盟銀行を被仕向銀行とするイ、の表に掲げた業務処理区分の電文を送信することも可能となります。
加盟銀行は、当日処理終了取消を行った後、当座勘定残高を異動させる外国為替円決済制度関係事務にかかる業務処理区分の電文の送信が全て終了した場合には、イ、により再度当日処理終了を行うこともできます。
３．日本銀行が同時決済口支払指図伝送依頼を受付けた場合に行う処理

　
日本銀行において、仕向銀行から同時決済口支払指図伝送依頼を受付けた場合に行う処理等の詳細については、利用細則（当座勘定（同時決済口）取引関係事務）を参照してください。
また、日本銀行は、当日取引にかかる同時決済口支払指図伝送依頼の入力締切時刻（注）（以下「外為円振替依頼（同時決済口）入力締切時刻」といいます。）が到来した場合において、待ち行列に待機中の同時決済口支払指図伝送依頼があるときは、当該同時決済口支払指図伝送依頼の取消を行います。
この場合、日本銀行は、仕向銀行および被仕向銀行に対して、当該取消を行った旨を通知します。

（注）日本銀行が、入力延長を許可した場合には、当該入力延長が停止された時刻をいいます。以下同じです。
４．当座勘定取引通番（注）（CLEARING SYSTEM REF（INSTRUCTING AGENT）またはCLEARING SYSTEM REF（INSTRUCTED AGENT））
（注）詳細については、利用細則（当座勘定取引）第１編Ⅰ．４．を参照してください。

　日本銀行は、仕向銀行から通常口支払指図伝送依頼を受付けた場合には、当該通常口支払指図伝送依頼を実行した順序に従い、当座勘定取引通番を付します。この場合、日本銀行は、当座勘定取引通番を、仕向銀行に対して送信する「ACKNOWLEDGEMENT OF CUSTOMER TRANSFER」（2711-00100（注１））（注２）および「ACKNOWLEDGEMENT OF BANK TRANSFER」（2711-00300）（注２）ならびに被仕向銀行に対して送信する「CUSTOMER TRANSFER」(2711-00200)（注３）および「BANK TRANSFER」（2711-00400）（注３）に表示します。
　　
（注１）出力帳票の帳票コードを示します（以下同じです。）。
（注２）仕向銀行および被仕向銀行の当座勘定取引通番を表示します。

　　（注３）被仕向銀行の当座勘定取引通番のみを表示します。
５．受付番号（注）（CLEARING SYSTEM REF（INSTRUCTING AGENT）またはCLEARING SYSTEM REF（INSTRUCTED AGENT））
（注）詳細については、利用細則（当座勘定（同時決済口）取引関係事務）第１編Ⅰ．４．を参照してください。
　　　日本銀行は、仕向銀行から同時決済口支払指図伝送依頼を受付けた場合には、当該同時決済口支払指図伝送依頼を受付けた順序に従い、受付番号を付します。この場合、日本銀行は、受付番号を、仕向銀行または被仕向銀行に対して送信する各種通知（注）に表示します。
（注）仕向銀行および被仕向銀行の受付通番を表示します。ただし、「CUSTOMER TRANSFER（QUEUE OFFSET）」（2712-00300）および「BANK TRANSFER（QUEUE OFFSET）」（2712-01000）については、被仕向銀行の受付番号のみを表示します。
６．一時停止措置が講じられた場合の協会の対応等

（１）一時停止措置が講じられた場合の対応
協会は、加盟銀行に一時停止措置を講じることを決定した場合には、一時停止銀行を仕向銀行または被仕向銀行とする支払指図電文の伝送を行わないよう、日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に依頼してください。
日本銀行は、この依頼を受けた場合において、当該伝送を行わないことを決定したときは、すべての加盟銀行に対して、日銀ネット等によりその旨を通知します。
（２）一時停止措置が解除された場合の対応

協会は、一時停止措置を解除することを決定した場合には、一時停止銀行にかかる支払指図電文の伝送の再開を日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に依頼してください。
日本銀行は、この依頼を受けた場合において、当該伝送の停止を解除する場合には、すべての加盟銀行に対して、日銀ネット等によりその旨を通知します。
７．管理資料
日本銀行は、外国為替円決済制度に関する次の管理資料を作成し、協会に送付します（①および②は電子メール等により送信します。）。なお、③から⑤までの計表の内容は、第４編の出力例1から出力例3までを参照してください。
	
	管　理　資　料　の　名　称
	帳票コード
	出力例
	作　成　時　期

	①
	金融機関別支払指図入力・決済状況等
	――
	――
	毎月第１営業日

	②
	外国為替円決済関係手数料納付件数（合計）
	――
	――
	毎月第４営業日

	③
	外国為替円計数表(当座勘定(同時決済口))

(月次･年次･年度)
	2750-00800
2750-00900
2750-01000
	出力例　1
	毎月第１営業日（月次分）

毎年第１営業日（年次分）

毎年度第１営業日（年度分）



	④
	外国為替円計数表(当座勘定)

(月次･年次･年度)
	2750-00200
2750-00400
2750-00600
	出力例　2
	

	⑤
	外国為替円計数表(合計)

(月次･年次･年度)
	2750-00300
2750-00500
2750-00700
	出力例　3
	


８．日銀ネット障害時等の取扱い
加盟銀行は、日銀ネットの障害その他の事由により、外国為替円決済制度関係事務にかかる日銀ネットの利用ができない場合には、速やかにセンターに連絡し、その指示に従ってください。

加盟銀行は、日銀ネットの障害が発生した場合には、利用細則（共通事務）第１編Ⅵ．に定めるところにより取扱うこととなりますが、日本銀行は、その障害の状況に応じ、必要な取扱いを加盟銀行に対して、指示することがあります。

また、障害が復旧した場合には、その旨を速やかにセンターに連絡してください。
９．日本銀行に届出た事項の変更
加盟銀行は、外国為替円決済制度関係事務に関する申出書により日本銀行に届出た金融機関名（英文略称）（注）を変更する場合には、その都度日銀ネット主管店に書面により申出てください。
（注） 協会に届出る英文略称と同一とする必要があります。
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